 〇〇市町村基準該当通所支援事業者の登録等に関する要綱 

（趣旨） 
第１条 この要綱は，児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」という。）第２１条の５の４第１項第２号に規定する基準該当通所支援（以下「基準該当通所支援」という。）を行う者（以下「基準該当通所支援事業者」という。）の登録等に関し必要な事項を定めるものとする。 
（用語の定義） 
第２条 この要綱において使用する用語の意義は，法で使用する用語の例による。 
（基準該当通所支援事業者の登録） 
第３条 市町村長は，この要綱の定めるところにより，基準該当通所支援事業者の登録（以下「登録」という。）を行うことができる。 
２　前項の登録は，基準該当通所支援事業者が，児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員，設備及び運営に関する基準等を定める条例（平成２４年岡山県条例第４９号。以下「県条例」という。）に規定する通所支援に関する基準を満たし，当該基準に従って事業を適正かつ継続的に運営することができると認められる場合であって，登録をしようとする者（以下「申請者」という。）が次のいずれにも該当しない場合に行うことができる。
(1) 申請者が，禁錮以上の刑に処せられ，その執行を終わり，又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。 
(2) 申請者が，法その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律のうち児童福祉法施行令（昭和２３年政令第７４号。以下「政令」という。）の規定により罰金の刑に処せられ，その執行を終わり，又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。 
(2-2) 申請者が、労働に関する法律の規定であって政令で定めるものにより罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。
(3) 申請者が，法第２１条の５の２３第１項の規定により指定を取り消され，その取消しの日から起算して５年を経過しない者(当該取消しの処分に係る行政手続法(平成５年法律第８８号)第１５条の規定による通知があった日前60日以内に当該法人の役員又はその障害児通所支援事業所を管理する者(以下「役員等」という。)であった者で当該取消しの日から起算して５年を経過しないものを含む。)であるとき。 
（4）申請者と密接な関係を有する者(申請者の株式の所有その他の事由を通じて当該申請者の事業を実質的に支配し，若しくはその事業に重要な影響を与える関係にある者として厚生労働省令で定める者(以下この号において「申請者の親会社等」という。)，申請者の親会社等が株式の所有その他の事由を通じてその事業を実質的に支配し，若しくはその事業に重要な影響を与える関係にある者として厚生労働省令で定める者又は当該申請者が株式の所有その他の事由を通じてその事業を実質的に支配し，若しくはその事業に重要な影響を与える関係にある者として厚生労働省令で定める者のうち，当該申請者と厚生労働省令で定める密接な関係を有する法人をいう。)が，法第２１条の５の２３第１項の規定により指定を取り消され，その取消しの日から起算して５年を経過していないとき。
(5) 申請者が，第９条第１項の規定により登録を取り消され，その取消しの日から起算して５年を経過しない者(当該登録の取消しがあった日前60日以内に当該法人の役員等であった者で，当該登録の取消しの日から起算して５年を経過しないものを含む。)であるとき。 
(6) 申請者が，法第２１条の５の２３第１項の規定による指定の取消しの処分に係る行政手続法第１５条の規定による通知があった日から当該処分をする日又は処分をしないことを決定する日までの間に第６条第２項の規定による事業の廃止の届出（法第２１条の５の１９第２項の規定による事業の廃止の届出を含む。次号において同じ。）をした者(当該事業の廃止について相当の理由がある者を除く。)で，当該届出の日から起算して５年を経過しないものであるとき。
(7) 前号に規定する期間内に第６条第２項の規定による事業の廃止の届出があった場合において，申請者が，同号の通知の日前６０日以内に当該届出に係る法人(当該事業の廃止について相当の理由がある法人を除く。)の役員等であった者で，当該届出の日から起算して５年を経過しないものであるとき。
(8) 申請者が，法第２１条の５の２１第１項の規定による検査が行われた日から聴聞決定予定日(当該検査の結果に基づき法第２１条の５の２３第１項の規定による指定の取消しの処分に係る聴聞を行うか否かの決定をすることが見込まれる日として厚生労働省令で定めるところにより都道府県知事が当該申請者に当該検査が行われた日から１０日以内に特定の日を通知した場合における当該特定の日をいう。)までの間に法第２１条の５の１９第２項の規定による事業の廃止の届出をした者(当該事業の廃止について相当の理由がある者を除く。)で，当該届出の日から起算して５年を経過しないものであるとき。
(9) 申請者が，登録の申請前５年以内に障害児通所支援に関し不正又は著しく不当な行為をしたものであるとき。 
(10) 役員等が第２号から前号までのいずれかに該当する者であるとき。
　(11) 申請者が法人でないとき。 
３　前項の規定にかかわらず，市町村長は，次に掲げる場合には，登録を行わないことができる。
  (1) 申請者が登録しようとする基準該当通所支援と同種のサービスを提供する指定通所支援事業者が市町村内に十分に存在すると認められるとき。
(2) 申請者が登録しようとする基準該当通所支援と同種のサービスを提供する指定通所支援事業者が近隣地域に存在するとき。ただし，サービスの利用見込み量が，当該近隣地域におけるサービス提供量を上回っている場合を除く。
(3) 申請者が，指定障害児通所支援事業者の指定を受けることができると認められるとき。 
（基準該当通所支援事業者の登録の申請等） 
第４条 申請者は，基準該当通所支援の事業の種類及び基準該当通所支援の事業を行う事業所ごとに，次に掲げる事項を記載した基準該当通所支援事業者登録申請書（様式第１号）並びに書類に登録に係る欠格事由に該当しない旨の誓約書（様式第２号）を市町村長に提出しなければならない。 
(1) 事業所の名称及び所在地 
(2) 申請者の名称，主たる事務所の所在地並びにその代表者の氏名，生年月日，職名及び住所 
(3) 当該申請に係る事業の開始の予定年月日 
(4) 事業所の平面図
(5) 事業所の設備の概要 
(6) 利用者の推定数 
(7) 事業所の管理者の氏名，生年月日，経歴及び住所 
(8) 事業所の管理者及び児童発達支援管理責任者の氏名，生年月日，経歴及び住所 
(9) 法人役員名簿
(10) 運営規程
(11) 法人定款 
(12) 障害児又はその家族からの苦情を解決するために講ずる措置の概要 
(13) 当該申請に係る事業に係る従業者の勤務の体制及び勤務形態 
(14) 当該申請に係る事業に係る資産の状況 
(15) その他登録に関し必要と認める事項 
２　市町村長は，第３条第２項の規定による登録をしたときは，当該登録を受けた事業者（以下「登録事業者」という。）に通知するものとする。 
３　市町村長は，第１項の規定による申請を却下するときは，当該申請者に通知するものとする。 
（登録の有効期間及び更新） 
第５条 第３条第１項の登録期間は３年間とする。ただし登録期間（以下「登録の有効期間」という。）の満了日までに更新申請を行うことができる。 
２　前項の更新の申請があった場合において，登録の有効期間の満了日までにその申請に対する決定がなされないときは，従前の登録は，登録の有効期間の満了後も当該決定がされるまでの間は，なおその効力を有する。 
３　前項の場合において，登録の更新がされたときは，その登録の有効期間は，従前の登録の有効期間の満了の日の翌日から起算するものとする。 
４　第３条及び第４条の規定は，第１項の登録の更新について準用する。 
（登録事業者の変更の届出等） 
第６条 登録事業者は，第４条第１項第１号，第２号，第４号，第５号，第７号，第８号，第９号又は第１０号に掲げる事項に変更があったときは，基準該当通所支援事業者登録事項変更届出書（様式第３号）により，１０日以内に市町村長に届け出なければならない。 
２　登録事業者は，基準該当通所支援の事業を廃止し，休止し，又は再開したときは，１０日以内に必要な書類を添えて基準該当通所支援事業廃止・休止・再開届（第４号様式）により市町村長に届け出なければならない。 
３　前項の規定による事業の廃止の届出があったときは，当該届出に係る登録は，その効力を失う。 
（報告等） 
第７条 市町村長は，必要があると認めるときは，法第５７条の３の２に定めるもののほか，登録事業者，登録事業者であった者若しくはこれらの登録に係るサービス事業所の従業者であった者(以下「登録事業者であった者等」という。)に対し，報告若しくは帳簿書類その他の物件の提出若しくは提示を命じ，登録事業者若しくは当該登録に係る事業所の従業者若しくは登録事業者であった者等に対し出頭を求め，又は当該職員に関係者に対して質問させ，若しくは当該登録事業者の登録に係る事業所に立ち入り，その設備若しくは帳簿書類その他の物件を検査させることができる。 
２　前項の規定による質問又は検査を行う場合において，職員は，その身分を示す証明書として児童福祉法に定める検査証を携帯し，かつ，関係人の請求があるときは，これを提示しなければならない。 
３　第１項の規定による権限は，犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。 
（是正のための指示） 
第８条 市町村長は，登録事業者が，登録に係る事業所の従業者の知識若しくは技能若しくは人員について県条例で定める基準に適合しておらず，又は県条例で定める基準該当通所支援の事業の設備及び運営に関する基準に従って適正な基準該当障害通所支援の事業の運営をしていないと認めるときは，当該登録事業者に対し，期限を定めて，県条例で定める基準を遵守すべきことを指示することができる。  
（登録事業者の登録の取消し等） 
第９条 市町村長は，次のいずれかに該当する場合には，第３条第１項の規定による登録を取り消し，又は期間を定めてその登録の全部若しくは一部の効力を停止することができる。 
(1) 登録事業者が，指定通所支援の事業者の指定を受けたとき。 
(2) 登録事業者が，第３条第２項第１号，第２号,第２－２号,又は第８号のいずれかに該当するに至ったとき。 
(3) 登録事業者が，法第２１条の５の１７第３項の規定に違反したと認められるとき。 
(4) 登録事業者が，登録に係る事業所の従業者の知識若しくは技能又は人員について，県条例で定める基準を満たすことができなくなったとき。 
(5) 登録事業者が，県条例で定める基準該当通所支援の事業の設備及び運営に関する基準に従って適正な事業の運営をすることができなくなったとき。 
(6) 特例障害児通所給付費の請求に関し不正があったとき。 
(7) 登録事業者が，第７条第１項の規定により報告又は帳簿書類その他の物件の提出若しくは提示を命ぜられてこれに従わず，又は虚偽の報告をしたとき。 
(8) 登録事業者又は当該登録に係る事業所の従業者が，第７条第１項の規定により出頭を求められてこれに応ぜず，同項の規定による質問に対して答弁せず，若しくは虚偽の答弁をし，又は同項の規定による検査を拒み，妨げ，若しくは忌避したとき。ただし，当該登録に係る事業所の従業者がその行為をした場合において，その行為を防止するため，当該登録事業者が相当の注意及び監督を尽くしたときを除く。 
(9) 登録事業者が，不正の手段により第３条第１項の登録を受けたとき。 
(10) 前各号に掲げる場合のほか，登録事業者が，法その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律のうち政令で定めるもの又はこれらの法律に基づく命令若しくは処分に違反したとき。 
(11) 前各号に掲げる場合のほか，登録事業者が，障害児通所支援に関し不正又は著しく不当な行為をしたとき。 
(12) 役員等のうちに登録の取消し又は登録の全部若しくは一部の効力の停止をしようとするとき，又は前５年以内に障害児通所支援に関し不正若しくは著しく不当な行為をした者があるとき。 
２　市町村長は，前項の規定により，登録を取り消したときは，基準該当通所支援事業者登録取消通知書により，登録事業者に通知するものとする。 
３　市町村長は，第１項の規定により，期間を定めてその登録の全部又は一部の効力を停止したときは，基準該当通所支援事業者登録効力停止通知書により，当該登録事業者に通知するものとする。 
（登録事業者の公告） 
第１０条 市町村長は，第３条第２項の規定による登録を行ったとき，第６条第２項の規定による事業の廃止の届出がなされたとき又は前条の規定により登録を取り消したときは，次に掲げる事項を告示するものとする。 
(1) 登録事業所の事業者番号 
(2) 登録事業所の名称及び所在地 
(3) 登録事業者の名称及び主たる事務所の所在地 
(4) 登録，事業の廃止又は登録取消しの年月日 
(5) サービスの種類
（基準通所支援に係る特例障害児通所給付費の支給） 
第１１条 市町村長は，通所給付決定保護者等が登録事業者から基準該当通所支援を受けた場合において必要があると認めるときは，特例障害児通所給付費を支給する。 
（特例障害児通所給付費の代理受領） 
第１２条 通所給付決定保護者等が登録事業者から基準該当通所支援を受けたときは，市町村長は，当該通所給付決定保護者等が当該登録事業者に支払うべき当該基準該当通所支援に要した費用(特定費用を除く。)について，特例障害児通所給付費等として当該通所給付決定保護者等に支給すべき額を限度として，当該通所給付決定保護者等に代わり，当該登録事業者に支払うことができる。 
２　前項の規定による支払があったときは，通所給付決定保護者等に対し特例障害児通所給付費等の支給があったものとみなす。 
３　登録事業者は，第１項の規定による支払を受けた場合には，通所給付決定保護者等に対し，当該通所給付決定保護者等に係る特例障害児通所給付費等の額を通知しなければならない。 
[bookmark: _GoBack]４　市町村長は，登録事業者から特例障害児通所給付費等の請求があったときは，県条例で定める基準該当通所支援に関する基準に照らして審査の上，支払うものとする。 
５　登録事業者は，児童福祉法に基づく指定通所支援及び基準該当通所支援に要する費用額の算定に関する省令（平成２４年厚生労働省令第１２２号）の例により，特例障害児通所給付費等の請求を行うものとする。 
（委任） 
第１３条 この要綱に定めるもののほか，基準該当通所支援事業者の登録等に関し必要な事項は，別に定める。


附 則 
この要綱は，平成　　年　月　日から施行する。
